















































1） ARNOLD J.TOINBEE, A STUDY OF HISTORY, 














































































年に発表したPALESTINIAN WALKS-NOTES ON 
AVANISHING LANDSCAPE, PROFILE BOOKS 
LTD, London で2008年THE ORWELL PRIZE 受
賞。
3） Raja Shehadeh , THE LAW OF THE LAND 
,Palestinian Academic Society of International 
Affairs, Jersalem,1993.Shehadeh, OCCUPIER'S 
LAW,Prepared for the WEST BANK affiliate of the 
International Commission of Jurists,Institute for 








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































西岸返還　事実上不可能に  —  進む「バンツ
スタン化」
　全長870キロに及ぶ分離壁の完成で、西岸
は全体の8％領土を削り取られ、西岸に点在
する入植地約240カ所（62万人=東エルサレム
をを含む）のうちこの分離壁のフェンスを境
にパレスチナ側には92カ所（18万人）が取り
残される。他方、これとは逆にイスラエル側
にはパレスチナ人1万人が組み込まれてしま
う。こうして分離壁によって西岸地域は、（1）
ナブルスの北部地域、（2）東エルサレムの中
部地域、（3）ヘブロンの南部地域—に3分割・
分断されパレスチナ人をイスラエル側から分
離して、彼らを居住地内に閉じ込めて外部か
ら支配する統治システムが出来上がる。イス
ラエルの「西岸データプロジェクト」元代表
メロン・ベンベニステさん（73歳=当時）に
よれば、今日の事態がさらに進むと、分離壁
の閉じ込められたパレスチナ人の居住地区は
旧南アフリカのアパルトヘイト（人種隔離政
策）下のバンツスタン（黒人居住区）化し、
西岸支配を維持するために名目だけの自治政
府が存続し、ここに日本をはじめ国際社会は
多額の援助を提供する仕組みが生まれること
になる。ベンベニステさんは「日本が進めて
いるヨルダン渓谷開発のための『平和と繁栄
の回廊』プロジェクトは経済協力を通してイ
スラエルとパレスチナ双方の信頼醸成を目指
しているが、ヨルダン川はイスラエルにとっ
て隣国ヨルダンとの国境線になるというのが
イスラエル側の公式立場であり、これはヨル
ダン渓谷の最終的な併合を承認することにつ
ながりかねない」と、警鐘を鳴らす。9）
　ここで、加速するイスラエルの入植活動が
地元のパレスチナ住民に及ぼす影響を見てみ
よう。パレスチナ住民たちは政治、経済,社
会的にさまざまな制約を課されている。具体
的には、水の問題でユダヤ人入植者たちは農
業用の地下水をくみ上げる許可を得ている
が、地元パレスチナ住民はこれを申請しても
拒否されている。ユダヤ人入植者は年間1500
万立方メートルの水を地下からくみ上げ、パ
レスチナ人の井戸をくみ干してしまってい
る。多くのパレスチナ人農民は破産の危機に
瀕し、農業人口は現象している。西岸・ガザ
地区に入る商品は90％がイスラエルからのも
ので、パレスチナのビジネスは非常に困難な
状況下にある。失業者も多く、パレスチナの
労働力の半数は非常に厳しい生活を強いられ
ている。
　先に指摘したように、西岸の土地は、「国有
地化」などの方法によってこれまでに全体
5500平方キロの60％以上が接収されており、
「西岸・データベース計画」などの報告によ
ると、2840平方キロが「未開発の土地」とし
て接収され、入植用地のほか、軍事目的、高
速道路、公園用などに供された。占領から半
世紀を経た西岸には、入植地240カ所（非合
法も含む）にユダヤ人62万人が住んでおり、
イスラエルの人権団体ベツレムによると、西
岸のうち入植地が36.6％を占めている。そし
てパレスチナ側が将来の首都と宣言する東エ
ルサレムには地元のパレスチナ住民32万人に
は及ばないものの、ユダヤ人21万人が移り住
み、とりわけ旧市街の「イスラム教徒地区」
にも入植を推進するユダヤ人強硬派らが割り
込み始めている。
　民族自決権　ユダヤ民族に限定へ
　これまで本稿で見て来たように、パレスチ
ナを舞台にした中東紛争の核心は、土地所有
をめぐる問題であることが分かった。半世紀
の及ぶイスラエルの土地所有=占領が将来も
続けば、同国のジレンマは一段と深刻化する
のは目に見えている。イスラエル国家のユダ
ヤ的性格を保つため占領地を併合しないで将
来の返還を選択するのか、それとも同地域を
併合するのか、あるいは現状を維持し続ける
のか。いずれにしても、占領下に置かれる西
岸・ガザ住民約300万人の法的地位が最大の
焦点になる。併合してパレスチナ住民をイス
ラエルに受け入れ、同国の市民権を付与する
9） 2007年3月、西エルサレムでの筆者とのインタ
ビュー。
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と、イスラエルの国会で非ユダヤ系市民が多
数を占めることになる。同国人口約900万人
のうちアラブ系21％（180万、その他ドルー
ズ系1.6％ /16万など）だが、ユダヤ人とア
ラブ人による事実上の「2民族—一国家」=BI-
NATIONALISMが出現し,この結果、従来のユ
ダヤ人国家の性格を失ってしまう恐れがあ
る。占領の長期化を見越してか、イスラエル
は2018年7月、国会で右派系議員の提出した
法案を賛成62票、反対55票で可決し、同国の
憲法に相当する新たな基本法を制定した。こ
の新しい基本法は、イスラエル国家をユダヤ
民族の国家と宣言、民族自決権の行使をユ
ダヤ民族に限定すると規定した10）。これは、
1948年のイスラエル国家の独立宣言で定めた
「宗教、人種、性別を問わずすべてのイスラ
エル市民に平等、社会的、政治的諸権利を保
証する」との民主国家の規定から大きく逸脱
しており、公用語からアラブ系住民が使用す
るアラビア語を外し、公用語はユダヤ人が使
用するヘブライ語だけと定めた。
　また、この新基本法は、「ユダヤ人の入植地
はイスラエルの国益」と宣言して入植地の建
設を掲げている。東西エルサレムも「統一し
たイスラエルの首都」としている。
　占領地の併合か返還か、それとも現状維持
かーこの深刻なジレンマからイスラエルが抜
け出せる道はあるのだろうか。
（次回は、第8章「2国家共存」思想 — 2つのナ
ショナリズムを超えて　参考文献は最終回に
一括掲載の予定）
10） The NewYorkTimes,19thJuly2018.
